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「健康づくりに関する活動に取り組み自発的に情報発信

を行う企業数を 420 から 3000 社へ増加」が掲げられ

た．また，経済産業省 3）は，「増加し続ける国民医療費

は，健康保険組合等の財政悪化を招き，結果として健康

保険料の上昇という形で企業負担の増加につながってい

る．企業負担の増加や生産性の低下を防ぐためには，健

康保険組合や従業員に，個人やその家族の健康保持・増

進の取り組みを委ねるだけでなく，企業が従業員等の健

康保持・増進に主体的かつ積極的に関与する必要が生じ

ている」としている．また，「企業が社会や環境と共存

し，持続可能な成長を図るため，その活動の影響につい

て責任をとる企業行動（Corporate Social Responsibili-

ty）」という概念が世界的に浸透してきた．社会の流れ

とともに健康保持・増進も含めた企業の社会的責任が重

要視されてきた中，従業員の健康管理を経営的な視点か

ら戦略的に取り組む企業を，「健康経営優良法人」とし

て認定する取り組みが，2017 年に我が国で開始された．

　「健康経営」は，米国で 1992 年に出版された 「The 

Healthy Company」の著者 Robert H. Rosen 氏が同義の

１．はじめに
　2008 年，国民医療費を拡大させる主要因である生活

習慣病に着目し，40 歳以上を対象とした特定健診・特定

保健指導制度が医療保険者に義務付けられた．本制度の

特徴は，疾病の重症化を抑制するとともに医療費の適正

化を狙いとして，医療保険者に対して義務づけたハイリ

スクアプローチという点である．しかし，厚生労働省 1）

が求める健診実施率目標 70％に対し低い実施率が続き，

国民医療費を含めた社会保障費は増加の一途をたどって

いる．少子高齢化，人口減少社会が進む日本において国

民医療費の適正化を見込み開始された制度であるが，効

果は制度を実施した一部にとどまり，全体の医療費適正

化には及ばなかった．増え続ける生活習慣病を解決して

いくためには，従来の個人のライフスタイルをターゲッ

トとしたハイリスクアプローチから，ヘルスプロモー

ションを核とした働き手すべてを対象としたポピュレー

ションアプローチへの変更が必要となった．

　2012 年の健康日本 21（第 2 次）2）には，「健康を支

え，守るための社会環境の整備」の具体的指標として
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による通知等や調査報告等の資料，公益社団法人日本看

護協会による調査報告等の資料，その他，雑誌，書籍も

参考にした．

3．2　分析方法

　抽出された文献から，研究推移を把握し，研究内容別

4 つの項目「日本における産業保健の動向と健康経営に

至った経緯」，「健康経営の重要性・効果と実態」，「産業

保健師の概要と動向」，「産業保健師に必要な能力」に

沿ってまとめた．

3．3　用語の定義

　健康経営：従業員の健康保持・増進の取り組みが将来

的に収益性等を高める投資であるとの考えの下，従業員

等の健康管理を経営的な視点で考え，戦略的に実践する

こと（経済産業省 6））

４．結果
4．1　日本における産業保健の動向と健康経営に至った

経緯

　日本は，1960 年代後半目覚ましい経済成長を遂げ，

労働環境も大きく変化した．1972 年労働安全衛生法の

制定により，有害業務を起因とした職業性疾病に対して

事後措置を講じていた「後追い法」から，労働者の安全

と疾病予防に重点を置く「先取り法」へ変化した．2013

年，「日本再興戦略」の 2 番目のアクションプランであ

る「戦略市場創造プラン」のトップに “ 国民の健康寿命

の延伸 ” が掲げられた 7）．今後，国民全体が加齢しても，

できるだけ健康を維持して病気にならないようにし，生

産性の低下や医療費の高騰を防ぐものである．その実施

主体として位置づけられたのが医療保険者であり，医療

費を拡大させる主要因である生活習慣病に着目し 40 歳

以上を対象とした特定健診・特定保健指導制度が 2008

年開始されている（厚生労働省 1））．制度の効果として，

予防医学への注目，生活習慣病に関するデータの蓄積，

蓄積されたデータを活用したデータヘルスやコラボヘル

スなど多数に渡り，意義は大きい一方で，実施率の低さ

やマンパワーの不足，増え続ける医療費など多くの課題

が示された 8）．加えて，企業側は特定健診・特定保健指

導の目標を達成しても，メリットを大きく感じられるも

のではなかった．世界的にも，進行する生活習慣病の増

加と健康格差の進行，先進国での労働力の高齢化などか

概念を提唱したことが発端とされる．この概念は，企業

が従業員の健康確保に積極的に取り組めば，仕事の効率

化や現場の活力向上に結びつくとともに，医療費削減・

財務の健全化につながるという考え方であり，アメリカ

での広まりの後，日本においても「健康経営」という言

葉で急速に広がりを見せていった．この拡大に伴い，企

業に雇用される産業看護職の数も増加している．産業保

健活動において長年中核として活躍してきた保健師 4）

が，近年の複雑化する産業保健における取り組みにおい

ても重要な役割を果たすことが期待されている 5）．産業

保健師の研究分野は，先行する地域保健に次いで，コン

ピテンシー尺度の開発と信頼性・妥当性の検証が河野

ら 5）により発表され，今後さらに専門性の高い教育へ

寄与する可能性が示唆されている．また，健康経営の取

り組みにおいても，産業保健師が重要な役割を果たし活

動していることが予測できるが，日本の先行研究におい

て，健康経営における産業保健師の活動実態や課題に関

する論文は見当たらない．そのため，「健康経営」にお

ける保健師の活動実態や課題を明らかにし，今後の企業

における「健康経営」の取り組みを推進させていくため

の示唆を得ることが望まれる．

　そこで本研究では，今後の「健康経営」の取り組み推

進を目指し，「健康経営」と，産業保健に貢献してきた

産業保健師の活動に関する先行研究より，この分野にお

ける研究の取り組みを概観し，知見を整理することとし

た．

２．研究目的
　「健康経営」と，産業保健に貢献してきた産業保健師

の活動に関する先行研究より，この分野における研究の

取り組みを概観し，知見を整理する．

３．研究方法
3．1　対象文献の選定

　文献検索のデータベースは医学中央雑誌 Web 版を用

い，「健康経営」「産業保健師」「産業看護職」「産業保

健」「専門能力・コンピテンシー」をキーワードとし

2021 年 10 月に検索した． 2006 年から 2021 年まで

に 177 件の文献が検索された．検索した文献のうち，

研究目的に関連した 54 文献を活用した．また，研究内

容が働き方改革関連法や健康経営銘柄，健康経営優良法

人に関連した内容であるため，厚生労働省・経済産業省
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の高い従業員ほど，欠勤や生産性の低下により労働生産

性が低下し，企業の負担が増す傾向が明らかになったと

報告している．このことから，労働生産性損失において

特にプレゼンティーイズムによる損失が大きいことが注

目され，企業・組織の健康関連コストを検討する際は，

医療費に加え，生産性損失コストを含めた総額で捉えら

れるようになってきた．さらに津野ら 19）は，医療費適

正化には，生活習慣病対策が有効である一方で，生産性

に対しては，メンタルヘルス対策や職場環境の整備等の

対応が重要であると述べている．これらの研究が進むこ

とにより森永 20）は，欠勤率を低下させることに留まら

ず，生産性の向上に向けた取り組みを行っていくことが

重要と認識されるようになったと報告している． 

　前述のような健康経営効果浸透により，2021 年 3 月

現在，健康経営銘柄に認定された企業が 48 社，健康経

営優良法人認定の取得社が大規模法人部門で 1801 法

人，中小規模法人部門で 7934 法人となり 10）11），制度

開始後 5 年で大幅増加となった．先駆的に健康経営を

実践している企業について，岡田 21）は，トップダウン

による従業員の心身の健康づくりや健康保険組合との連

携による効果的な健康づくり事業が，経営者の戦略的構

想に基づいて実施されている，という特徴がある，と述

べている． 

　一方，森永 20）は，健康経営とは何か，健康経営を進

めるためにどのような取り組みが有効なのかについての

共通認識が得られず，混乱した状況が生まれている，と

述べている．また，栗林ら 22）は，様々な健康経営の取

り組みによって成果を上げている企業もある一方で，健

康管理は個人の意識が問題となることも多く，さまざま

なアプローチを行ってもなかなか効果が上がらず，効果

的な健康づくりが実践される環境をいかに整備していく

か試行錯誤している企業が多いのも現状である，と述べ

ている． 

4．3　産業保健師の概要と動向

　「看護職」とは「看護師」や「保健師」あるいは「助

産師」の国家資格を有する保健医療専門職の総称であ

る．現在産業現場で活動する看護職は，看護師と保健師

両方の資格を有する通称「産業保健師」と，看護師の資

格を有し日本産業衛生学会の研修を受けた通称「産業看

護師」，そして特に保健師の教育や産業保健の研修も受

けていない「看護師」が混在する状況にある．一般に前

ら，健康確保の場である「職域」の重要性が増していっ

た 9）．そこで，経済産業省や厚生労働省が中心となり，

従業員の健康管理を経営的な視点から戦略的に取り組む

企業を「健康経営銘柄」10）として選定する取組みが

2014 年度から，2017 年には，「健康経営優良法人」11）

として認定する取り組みが開始された．加えて，2018

年働き方改革関連法 12）成立に伴い，労働安全衛生法が

約 70 年振りに大改正され，産業医・産業保健機能の強

化が図られ，過重労働対策，事業者と保険者をつなぐコ

ラボヘルスガイドラインの公表，事業者のより前向きな

取り組みを評価する健康経営制度の台頭，産業医の機能

強化が盛り込まれた 13）．このような社会の流れととも

に，日本において「健康経営」という概念が広がりを見

せていった．

4．2　健康経営の重要性・効果と実態

　近年，企業が持続的な成長を遂げるためには，社会的

責任（CSR）活動や，ESG（環境，社会，ガバナンス）投

資などが非常に重要視されるようになってきている 5）．

郡山ら 14）は， SDGs 経営を考えるにあたって，人口減少

と高齢化による労働力不足は深刻な問題であり，企業に

とって従業員が心身共に健康で働ける健康経営は重要視

されている，と述べている．さらに森 15）は，健康経営

による取り組みによって，労働損失が減少し，活力，熱

意，没頭で構成されるワークエンゲージメントが向上す

れば，労働生産性が改善し，企業の業績に直結すること

が期待される，と報告している．日本における健康投資

と企業業績の相関を示すデータとして，「健康経営銘柄

2016」に選定された企業は，株価が優位に推移してお

り，市場から高く評価されていることがうかがえる 6）．

新井ら 16）は，日本において健康経営は，追加投資をほ

とんど発生せず取り組み易く，少なくとも健康投資額の

3 倍以上の効果がある可能性が示唆された，と述べてい

る． 

　一方，東京大学政策ビジョン研究センター 17）が行っ

た，従業員が不健康になることで企業が負担するコスト

についての調査によると，従業員が不健康になることで

企業が負担するコストは，就業中の生産性低下（プレゼ

ンティーイズム）（77.9％）と欠勤（アブセンティーイ

ズム）（4.4％）を合わせた全体の約 8 割を労働損失が

占めており，医療費（15.7％）を大きく上回る結果で

あったと示している．また，横浜市 18）は， 健康リスク
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うやく 1996（平成 8 年）に「保健指導」をする人材と

して労働安全衛生法に明文化されたことに留まってい

る．五十嵐ら 4）は，労働安全衛生法上，保健師等の産

業看護職の選任義務はないにもかかわらず，大企業では

多くの保健師等の産業看護職が雇用されているのは，選

任業務のある産業医と連携し活躍できる職種であること

や，衛生管理者としても活用されているからだと考える

と指摘している．日本看護協会「保健師の活動基盤に関

する基礎調査報告書」による平成 22 年度 27）と平成 30

年度 28）結果の比較において，行政保健師も含めた保健

師全体のうち，産業領域で活躍する保健師が占める割合

が，平成 22 年度は 5.0％に対し，平成 30 年度は 6.4％

となっている．また，所属機関が企業・事業所である保

健師が，平成 22 年度は全体の 3.1％に対し，平成 30

年度は 4.0％となっている．同報告書は，産業保健領域

における実態把握が未だ困難であることも示している

が，産業領域で活躍する保健師割合が増加しているの

は，明らかである．

　経済産業省による健康経営優良法人の認定取得要

件 29）においても，「専門資格者の関与」として「産業

医又は保健師が健康保持・増進の立案・検討に関与」が

大規模法人部門要件として制度，施策実行欄に掲げられ

ている． 令和 2 年度「事業場における保健師・看護師

の活動実態に関する調査報告書」によると，事業規模

1000 人以上の事業場では，保健師・看護師の雇用もし

くは活用割合が 83.1％であった．雇用している保健師

が担当している業務については，「健康経営の取り組み

への関わり」が 63.2％であり，健康経営の取り組みに

関わりをもっている保健師が事業場保健師のうち半数以

上存在することが明らかである．

4．4　産業保健師に必要な能力

　平成 20 年度 産業保健師就業実態調査研究事業報告

書 30）によると，産業保健師は，保健師としての専門性

を十分に発揮しながら労働者の健康支援を積極的に活動

できていると報告した．一方で，「生産性の向上への寄

与」「労働能力の向上への寄与」「環境への配慮」「安全

配慮義務やリスクマネジメント」「企業防衛への寄与」

といった産業保健の目的をしっかりと持ちながら，産業

保健師としての実践活動に当たることで，事業場におい

てなくてはならない存在になっていくが，現時点で産業

保健師が業務を行っていく中での認識が低かったと報告

者「産業保健師」と「産業看護師」を総称して「産業看

護職」と呼ぶ 23）．河野 24）は，わが国の産業看護活動は，

個々には諸先輩により，早くから欧米に勝るとも劣らな

い活動が行われてきたが，その活動が産業看護の名のも

とにシステマティックに行われるようになってからの歴

史はまだ浅い，と述べている．そこで，1978（昭和

53）年，日本産業衛生学会産業看護研究会が発足され，

産業看護の本質論が 1985（昭和 60）年より検討され

始めた．池田 23）は，産業看護のアプローチについて，

事業者や労働者が自主的に取り組めるよう潜在能力を引

き出すエンパワーメントを基本とし，環境改善を含むも

のであり，産業看護の活動は，人や環境にアプローチし

ながら社会へ能動的に影響を与える力学であると捉えら

れている，と述べている．五十嵐 4）は，近年めまぐる

しく変化する社会において，産業保健師が担う役割は幅

広くなり，期待もされている，と述べている．また，

2018 年働き方改革関連法成立に伴い，労働安全衛生法

が約 70 年振りに大改正され，これまで以上に事業主と

産業医との連携強化が求められることとなった 12）．「産

業医制度の在り方に関する検討会」報告書 13）によると，

現状の産業医の労働状況からは複雑多様化した労働者の

健康支援を産業医のみで十分に実施することは困難であ

り，保健師等の産業保健スタッフとの多職種の連携体制

にて産業保健活動を行うことが重要であり，特に保健師

には 1 次予防への取り組みは重要である，と示した．

吉川 25） は，今後は，拡充された労働安全衛生法の目的

達成のために，労使主体による予防活動のさらなる推進

が重要になるが，それには全ての労働者に対して，自主

的活動を行える力をエンパワーメントする必要があると

述べている．また，春日ら 26）は，「関係者の関心・モ

チベーション向上支援」として，職場が興味や危機感を

もつよう数値や経営の観点から伝えることが必要である

ことを指摘している．吉川 25）は，それを実行できるの

が産業看護職である看護師であり保健師であると述べて

いる．

　このように，産業看護職の役割は，労働現場において

労働衛生を推進する重要な役割が昨今さらに増す流れに

あるものの，労働安全衛生法が 1972（昭和 47）年に

施行されて以降，現在も産業看護職の法制化には至って

いない． 産業医や衛生管理者のように「労働安全衛生

法」上に配置基準，職務内容が示されておらず，衛生管

理者として機能するしくみになっているのみである．よ
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とであり，他職種との役割分担がなされそれぞれが機能

することで産業保健活動が推進できる．そういった産業

看護の専門性を積極的に伝えなければ他職種からの理解

は得られないと指摘している．

　久保ら 38）は，産業看護職においては，医療職以外の

上司からの評価が得られにくいことが推測される．医療

職以外の上司には，日頃より産業看護職の仕事の理解を

得ることはもちろんのことであるが，組織全体の生産性

と産業看護職の仕事との関連性や重要性を十分に伝えて

いくこと等，産業看護職が意識的に上司に働きかけを行

う必要があると考えられると述べている．また，畑中

ら 39）は，産業看護職は，管理監督者との連携において，

連携の必要性の生じる前あるいは後から管理監督者との

情緒的人間関係をつくり出し，それを基盤に管理監督者

を支援することで信頼関係へと発展させていたと報告し

ている．

５．考察
　世界一の超高齢国家であるわが国は，今後，生活習慣

病の増加や医療費の高騰だけでなく，少子高齢化に伴う

労働人口減少に起因した生産性の低下や日本経済の減速

を招く恐れがあり，健康経営が急速に広がりを見せてい

る．企業にとって，健康経営の取り組みにより得られる

メリットは，単に医療費という経費の節減のみならず，

生産性の向上，企業イメージの向上，SDGs 経営等多岐

に渡る．特に，労働生産性損失におけるプレゼンティー

イズムでの損失が大きいことが注目され，従業員が心身

共に健康で働ける健康経営が重要視されている．健康経

営優良法人認定の取得社が，制度開始後 5 年で大幅増

加となっており，関心の高さがうかがえる．特に，先駆

的に健康経営を実践している企業等は，経営者の戦略的

構想に基づいて，効果的な健康づくり事業が実施され成

果を上げている．一方で，さまざまなアプローチを行っ

てもなかなか効果が上がらず試行錯誤している企業が多

いのも現状としてある． 

　産業保健師は，長年の活動から，労働現場において労

働衛生を推進する重要な役割があるとされつつも，未だ

法制化に至っていない．産業保健領域における保健師就

労の実態把握さえ，未だ困難な現状である．また，産業

保健活動における産業保健師の職務は，事業場の期待に

より異なり一律ではなく，産業保健チーム内での役割も

同一ではないことから，他職種や医療職以外の上司から

している．河野ら 5）は，これらの課題に対処するため

に，行政保健師に次いで産業看護職のコンピテンシー尺

度を開発した．

　磯野 31）は，組織体制や企業規模によって産業看護職

が求められる役割が異なる．また，看護職であっても状

況によっては専門外の業務に関与するべきであり，自分

の考えより組織の考えを優先すべきとの事業所の認識が

うかがわれたと報告している．山田ら 32）は，産業看護

職は，管理監督者向け，新入社員向けといった職制や職

場単位など産業の組織特性や価値観を考慮した，あるい

は，安全衛生委員会等既存の仕組みを活かした事業内容

を考案していたと述べている．河野 24）は，専門職の立

場と企業の一員である立場を両立させることが産業看護

職の役割を果たすための心構えとして重要であると示し

た．また河野ら 33）は，看護専門職としての自己研鑽を

重ね実力向上のための努力はされているが，企業の一員

として経営的視点を持った活動はいまだ不十分であると

も述べている．

　産業保健活動における産業看護職の職務は事業場の期

待により異なり一律ではない 31）．畑中ら 34）は，全ての

産業保健活動において，産業看護職が専門性を発揮して

産業医や衛生管理者等と産業保健チームとして支援する

という役割を果たすことが，事業場の組織・職場集団・

労働者個人への多面的な支援の提供を可能にし，産業保

健の活動を推進する力となり得ると述べている．

　錦戸 35）は，他職種からの産業看護活動への理解は十

分には得られておらず，産業看護職は産業保健チームの

一員としての役割を発揮できない状況があると述べてい

る．また，福田ら 36）は，営利団体である会社組織の直

接利益に結びつかない産業保健の優先順位は下がり，担

当者に十分な教育がなされない現状があり，産業看護職

と安全衛生担当事務職との，円滑な連携ができていると

はいえないと指摘している． そこで，金森ら 37）は，産

業看護職の存在意義を高めるには，産業看護職に必要な

コンピテンシーのうち各自が不足する部分を充足する

ギャップアプローチだけでは限界がある．ポジティブア

プローチの視点で産業看護職の強みを理解し，伸ばして

いくことで効果的な産業看護活動の展開につなげ，事業

者や多職種から認められる必要があると述べている．ま

た，畑中ら 34）は，産業保健チームの一員としての産業

看護職の役割は，労働者や会社組織の関係者への支援に

より産業保健が円滑に遂行されるための実質を整えるこ
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り，約 70 年振りに大改正された労働安全衛生法，健康

経営の推進等に伴い，産業領域で活躍する保健師が占め

る割合等が高まり，産業保健師は活躍の場を広げてい

る．事業規模 1000 人以上の事業場では，保健師・看護

師の雇用もしくは活用割合が 8 割を超えている．その

内，7 割近くもの保健師が，健康経営に関わる業務に携

わっている現状にある．産業保健師の企業配置が法制化

されない状況が長く続く中，統一化されていない産業保

健師の活動が事業場より求められ，課題を抱えながら活

動を続ける産業保健師の存在が推察できる．特に，健康

経営の急速な広まりとともに産業保健師の需要が拡大す

る中，困難を抱える産業保健師の存在が懸念される．河

野ら 5）は，行政保健師に次いで産業看護職のコンピテ

ンシー尺度を開発しており，尺度の活用による産業看護

職全体の活動に対する課題解決に繋がることが期待され

る．しかし，健康経営に関わる保健師の活動の実態や，

産業看護職のコンピテンシ−尺度との関連性等について

の先行研究が存在せず，健康経営に関わる保健師が，課
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業が健康課題に対する取り組みを継続的に改善すること
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専門職である産業医・産業保健師が，役割を果たすこと

により強化されると考察する．また，健康経営における

産業保健師の存在意義を高めるには，健康経営における
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体の生産性と産業保健師の仕事との関連性や重要性を十
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